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あっせん・仲裁手続の諸費用等に関する細則  

 

（目的） 

第１条 この細則は、福岡県弁護士会あっせん・仲裁手数料規則（以下「手数料規則」

という。）第４条第２項及び福岡県弁護士会あっせん・仲裁人、専門委員報酬規則

第４条に基づき、あっせん・仲裁の審理に要する鑑定費用、証人日当、現場検証及

び福岡県弁護士会紛争解決センター規則第１６条第１項に規定する場所以外の場

所（以下「現地」という。）で開催されるあっせん・仲裁期日のためのあっせん人、

仲裁人等の出張日当その他の諸費用等（以下「諸費用」という。）に関する基準を

定めるものである。 

（鑑定費用） 

第２条 あっせん・仲裁の審理に要する鑑定費用については、鑑定人の意見を聴き、

紛争解決センターが決定する。 

（証人日当） 

第３条 証人日当については、民事訴訟費用等に関する規則（最高裁判所昭和４６年

規則第５号）を準用し、紛争解決センターが決定する。 

（現場検証及び現地におけるあっせん・仲裁期日の費用）  

第４条 紛争解決センターが必要と認めた現場検証のためのあっせん人及び仲裁人の

出張日当は１万円（消費税別）とし、交通費は実費を支払う。  

２ 紛争解決センターが必要と認めた現地で開催されるあっせん・仲裁期日のための

あっせん人及び仲裁人の出張日当は５，０００円（消費税別）とし、交通費は実費

を支払う。 

３ 前２項の規定は、専門委員について準用する。  

（その他の諸費用） 

第５条 前条以外で、あっせん・仲裁手続の審理等に必要となる諸費用については、

あっせん・仲裁人の意見を聴いた上で紛争解決センターが定める。  

（当事者負担に対する例外） 

第６条 手数料規則第４条第１項の規定にかかわらず、紛争解決センターが相当と判

断するときには、同項の諸費用を紛争解決センターの負担とすることができる。 

 

   附 則 

１ この細則は、日本弁護士連合会の承認を得て、法務大臣が福岡県弁護士会を裁判

外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成１６年法律第１５１号）第５条の

規定に基づき認証紛争解決事業者として認証した日から施行する。  
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２ この細則の施行前に受理したあっせん・仲裁事件については、なお従前の例によ

る。 

   （日弁連承認日 平成２２年８月１９日） 

 

附 則 

第４条第１項及び第２項の改正規定は、日本弁護士連合会の承認を得て、裁判外紛

争解決手続の利用の促進に関する法律（平成１６年法律第１５１号）第１２条第１項

の法務大臣の変更の認証を受けた日から施行する。 

（日弁連承認日 平成２６年３月１９日） 

 

   附 則 

 第１条及び第４条の改正規定は、日本弁護士連合会の承認を得て、裁判外紛争解決

手続の利用の促進に関する法律（平成１６年法律第１５１号）第１２条第１項の法務

大臣の変更の認証を受けた日から施行する。  

   （日弁連承認日 平成２７年２月１９日） 

（法務大臣認証日 平成２７年１０月６日） 


